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ABSTRACT 
In connection with the discussion of the new Fifth Science and Technology Basic Plan, this 
study was designed to clarify the employment status of instructional staff members at universities, 
especially those in the younger generation. We surveyed the number of fixed-term and permanent 
instructional staff members and their employment financial resources at 11 principal research 
universities (RU11) as of October 1, 2007 and October 1, 2013. The results showed that the age 
distribution of instructional staff members at RU11 changed in the six years from 2007 to 2013; 
namely, there was a substantial increase (or decrease) in the number of fixed-term (or permanent) 
 
 
younger instructional staff members and a tendency of aging among permanent staff. Regarding 
employment financial resources, most of the permanent instructional staff members were 
employed by the Basic Expense in both 2007 and 2013, and the number of fixed-term instructional 
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調査項目は、10 項目（1. 性別、2. 生年、3. 国籍 4. 職名、5. 雇用財源、6. 任期の有無、7. 







 平成 19 年 10 月 1 日時点及び平成 25 年 10 月 1 日時点に RU11 において教育研究活動に携
わる教員として在籍した 65 歳以下の者を対象に雇用状況を調査したところ、以下のようなことが明
らかとなった。 
○ 教員総数は、平成 19 年度では 26,518 人、25 年度では 29,391 人であった。 
○ このうち、任期を付さずに雇用されるいわゆる「任期無し教員」の数は、平成 19 年度では
19,304 人であったのに対し、25 年度では 17,876 人に減少していた。 
○ 一方、任期付き教員は平成 19年度には 7,214人であったのに対し、25年度には 11,515人と
大幅な増加が認められた。平成 19年度には３割弱であった任期付き教員が、25年度には約４
割を占めるようになっている。 






金による雇用が 1,402人であったのに対し、平成 25年度には 2,778人と大幅に増加している。 
 ii 
 












（１）RU11 における任期付き・任期無し教員数の推移：図 A 
 RU11における教員のうち、任期を付さずに雇用されるいわゆる「任期無し教員」は、平成 19年度
では 19,304 人（内、テニュアトラック教員 69 人）、平成 25 年度では 17,876 人（内、テニュアトラック
教員 289人）であり、1,428人（12.0ポイント）の減少が認められた。一方、任期付き教員数は、両年


















（２）RU11 の教員における任期の有無と年齢別職位構成：図 B 














































図 C  RU11 の教員における任期の有無と雇用財源  
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5,367 人であったのに対し、25 年度には 7,661 人と増加している。平成 19 年度には、競争的資金
等の外部資金による雇用が 1,402 人であったのに対し、25 年度には 2,778 人と大幅に増加してい
る。 
 


































（５）RU11 におけるテニュアトラック教員の雇用財源：図 E 




























（６）RU11 における教員の間接経費による雇用状況：表 a 










教授 准教授 講師 助教 助手 特任教授 特任准教授 特任講師 特任助教 特任助手 その他 計
平成19年度 0 0 0 0 0 5 3 3 8 0 1 20
平成25年度 8 14 2 27 4 18 20 17 57 2 0 169
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性別、2. 生年、3. 国籍、4. 職名、5. 雇用財源、6. 任期の有無、7. テニュアトラック中か否か、8. 
前職、9. 平成 26 年 10 月 1 日現在の在籍状況、10. 転出・異動後の状況の 10 項目とした。ただ
し、平成 19 年度については、「9. 平成 26 年 10 月 1 日現在の在籍状況」、「10. 転出・異動後の
状況」は問わないものとした。 
 - 2 - 
 
４．調査期間等 
調査票発送日：平成 26 年 11 月 27 日 
調査票締切日：平成 26 年 12 月 26 日 
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第２章 調査結果  
 
１．RU11 における教員の人員構成（性別、年齢、国籍、職位） 
本調査における対象者は、平成 19年度が 26,518人、平成 25年度が 29,391人（含 不明 4人）
であった。以下に、性別、年齢別、国籍別、職位別の人員構成内訳を示す。各調査項目における
実数データについては、巻末の参考資料 A を参照されたい。 
 
（１）性別構成 
 平成 19年度及び 25年度における教員の性別内訳を図１に示す。平成 19年度は、調査対象者
26,518人のうち、男性 23,730人、女性 2,788人であった。また、平成 25年度は、29,391人のうち、
男性 25,306 人、女性 4,081 人であった。両年度間において女性教員数の増加と全体に占める割


















平成 19 年度及び 25 年度における教員の年齢構成内訳は表１A のとおりである。また、年齢に
基づいて 39歳以下を「若手教員」、40歳以上 59歳以下を「中堅教員」、60歳以上 65歳以下を「シ
ニア教員」と便宜的に区分した場合、両年度間において若手教員と中堅教員の割合の減少（それ
ぞれ 2 ポイント、1 ポイント）とシニア教員の割合の増加（3 ポイント）が認められた（表１B）。 
 
表１A RU11 における教員の年齢構成内訳  
 





～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳 不明 計
平成19年度 5 829 3,333 4,668 4,481 4,124 3,456 3,421 2,145 56 0 26,518
平成25年度 3 723 3,450 5,001 5,189 4,365 4,004 3,519 2,977 156 4 29,391




表１B RU11 における教員の年齢構成内訳  
                                                        













































8,835 15,482 2,201 0 26,518
33% 59% 8% 0% 100%
9,177 17,077 3,133 4 29,391
31% 58% 11% 0% 100%
平成19年度
平成25年度
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（４）職位構成 
平成 19 年度及び 25 年度における教員の職位構成内訳は図３のとおりである。平成 19 年度か
ら 25年度の間に、教授、准教授においてそれぞれ 1.9ポイント、1.8ポイントの減少、助教において
3.4 ポイントの増加が認められる。また、特定の研究プロジェクトの遂行を目的として雇用される特定
有期雇用等の特任教員は、平成 19 年度は 2,013 人であったのに対し、平成 25 年度には 3,551
人と 1,538 人（4.5 ポイント）の増加が認められ、特に、特任助教において大幅に増加している（872
人、2.7ポイント増）。一方、両年度間における助手の減少（711人、3.0ポイント減）は、平成 19年 4





















図３ RU11 における教員の職位構成内訳 
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では 19,304 人（内、テニュアトラック教員 69 人）、平成 25 年度では 17,876 人（内、テニュアトラック
教員 289人）であり、1,428人（12.0ポイント）の減少が認められた。一方、「任期付き教員」の数は、


























から、データを単純に比較することは困難であるが、2006 年にアメリカの 10 の大規模研究型大学
（フロリダ大学、イリノイ大学、アイオワ大学、メリーランド大学、ミシガン大学、ノースウェスタン大学、
ペンシルベニア州立大学、ピッツバーグ大学、ラトガース大学、ウィスコンシン大学）を対象に行わ
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れた調査では、テニュアトラック教員のテニュア取得率は 53％であったことが報告されている
（Dooris and Guidos,“Tenure Achievement Rates at Research Universities”, Annual Forum of the 
Association for Institutional Research, May 2006）。 




























図５ （参考）米国の大学における任期付き・任期無し教員数の推移  





 RU11 の教員における任期の有無と年齢別職位構成内訳を図６に示す。平成 19 年度から 25 年
度の間に教員の年齢構成が変化し、若手教員層（特に助教職）における任期無し雇用が減少し、
任期付き雇用に移行したことが分かる。また、任期無し教員においては、高齢化の傾向が認められ































図６ RU11 の教員における任期の有無と年齢別職位構成 
 
  
ここで、表１B と同様に年齢に基づいて 39 歳以下を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅
教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニア教員」と便宜的に区分し、任期の有無によって両年度間の
年齢層の推移に違いが生じるかを解析した結果を表２に示す。任期付き教員では、両年度間の各
年齢層の割合が 1～2 ポイントの変動であったのに対し、任期無し教員では、若手教員層で 8 ポイ
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表２ RU11 における教員の任期の有無と年齢層の推移 
                                           































3,855 2,920 439 0 7,214
53% 41% 6% 0% 100%
5,968 4,907 636 4 11,515
52% 43% 5% 0% 100%
4,980 12,562 1,762 0 19,304
26% 65% 9% 0% 100%
3,209 12,170 2,497 0 17,876































25 年度には 2,793 人（9％）であり、両年度間において 1,337 人（3 ポイント）の増加が認められる。 
 
 
表３ RU11 における教員の雇用財源内訳 











よる雇用が平成 19 年度には 5,367 人、25 年度には 7,661 人と増加しており、また、競争的資金等














24,597 20 108 514 25 809 121 162 162 26,518
93% 0% 0% 100%
25,353 169 225 1,142 17 1,409 161 372 543 29,391























































































 RU11におけるテニュアトラック教員の雇用財源を図９に示す。平成 19年度に 69人であったテニ


















































 - 14 - 
 
RU11 における間接経費による教員の雇用状況（職位別）は表４のとおりである。間接経費を雇
















教授 准教授 講師 助教 助手 特任教授 特任准教授 特任講師 特任助教 特任助手 その他 計
平成19年度 0 0 0 0 0 5 3 3 8 0 1 20
平成25年度 8 14 2 27 4 18 20 17 57 2 0 169


















平成 25 年度における RU11 の教員の前職の状況を図 10 に示す。新卒採用及びポストドクター
等からの採用については、自大学出身者の割合が他大学出身者よりも高いことが分かる。調査対



















854 人、任期付き教員の職を得た者は 413 人であった。年齢層別の内訳を表５に示す。 
一般に任期を付さずに採用されることが多い民間企業の研究職からの流入であることから、全体
的には任期無しポストに就く傾向が認められるものの、39 歳以下の若手教員層においては、任期





















平成 25 年 10 月 1 日時点において RU11 と雇用関係にあった 65 歳以下の教員 29,391 人につ
いて、1 年後の平成 26 年 10 月１日時点での在職状況を尋ねた結果、変更有りが 4,486 人、変更
無しが 24,905 人であった。内訳を表６に示す。 
 
 












 在職状況に変更があった 4,486 人の教員のうち、他機関に転出した 2,216 人の転出先内訳は表
７のとおりである。不明者が約三分の一を占めるものの、他大学において専任教員の職に就いた者











155 212 46 413
38% 51% 11% 100%
103 630 121 854
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専任教員 専任以外の教員 ポストドクター等 ポストドクター等以外 ポストドクター等

































今回、平成 19 年 10 月 1 日時点及び平成 25 年 10 月 1 日時点に RU11 において教育研究活
動に携わる教員として在籍した 65 歳以下の者を対象に雇用状況を調査したところ、以下のようなこ
とが明らかとなった。 
○ 教員総数は、平成 19 年度では 26,518 人、25 年度では 29,391 人であった。 
○ このうち、任期を付さずに雇用されるいわゆる「任期無し教員」の数は、平成 19 年度では
19,304 人であったのに対し、25 年度では 17,876 人に減少していた。 
○ 一方、任期付き教員は平成 19年度には 7,214人であったのに対し、25年度には 11,515人と
大幅な増加が認められた。平成 19年度には３割弱であった任期付き教員が、25年度には約４
割を占めるようになっている。 






金による雇用が 1,402人であったのに対し、平成 25年度には 2,778人と大幅に増加している。 
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資 料  
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3. 国籍（国別詳細） 
    平成 19 年度    平成 25 年度  
    男性  女性  合計    男性  女性  合計  
日本  23,064 2,586 25,610   24,205 3,732 27,910 
                  
アジア  386 125 511   544 232 776 
 イスラエル  ー  ー  ー   1 0 1 
 イラン  5 0 5  8 3 11 
 インド  7 5 12  19 6 25 
 インドネシア  13 1 14  16 3 19 
 ウズベキスタン  2 0 2  2 0 2 
 カザフスタン  0 1 1  0 2 2 
 韓国  127 42 169  168 68 236 
 カンボジア  1 0 1  2 0 2 
 グルジア  1 0 1  ー  ー  ー  
 シリア  1 0 1  1 0 1 
 シンガポール  4 1 5  4 1 5 
 スリランカ  3 0 3  6 1 7 
 タイ  3 3 6  9 7 16 
 台湾  7 3 10  14 11 25 
 中国  183 61 244  247 105 352 
 朝鮮民主主義人民共和国  7 0 7  5 0 5 
 ネパール  3 0 3  7 1 8 
 パキスタン  3 1 4  3 0 3 
 バングラデシュ  8 1 9  9 3 12 
 フィリピン  4 6 10  8 9 17 
 ベトナム  3 0 3  10 4 14 
 マレーシア  ー  ー  ー   1 7 8 
 ミャンマー  ー  ー  ー   1 1 2 
 モンゴル  ー  ー  ー   1 0 1 
  ラオス  1 0 1   2 0 2 
オセアニア  21 4 25   40 8 48 
 オーストラリア  17 4 21  32 8 40 
 ニュージーランド  4 0 4  7 0 7 
 パプアニューギニア  ー  ー  ー   1 0 1 
北・中・南米  117 24 141   199 37 234 
 アメリカ合衆国  85 15 100  155 22 175 
 アルゼンチン  0 2 2  1 2 3 
 ウルグアイ  1 0 1  1 0 1 
 カナダ  19 6 25  24 12 36 
 キューバ  1 0 1  ー  ー  ー  
 チリ  1 0 1  ー  ー  ー  
 ブラジル  5 0 5  8 1 9 
 ベネズエラ  ー  ー  ー   1 0 1 
 ペルー  2 1 3  4 0 4 
 ボリビア  1 0 1  2 0 2 
  メキシコ  2 0 2   3 0 3 
ヨーロッパ  172 49 220   314 80 393 
 アイスランド  1 0 1  ー  ー  ー  
 アイルランド  1 0 1  6 0 6 
 アルバニア  ー  ー  ー   1 0 1 
 イギリス  42 10 52  77 16 92 
 イタリア  4 1 5  14 6 20 
 ウクライナ  3 0 3  2 0 2 
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（前頁より続き）  
 エストニア  1 0 1  1 0 1 
 オーストリア  0 2 2  1 2 3 
 オランダ  4 0 4  9 1 10 
 ギリシャ  2 1 3  1 0 1 
 クロアチア  ー  ー  ー   2 0 2 
 スイス  3 0 3  7 1 8 
 スウェーデン  2 0 2  7 0 7 
 スペイン  3 1 4  9 4 13 
 スロヴァキア  1 0 1  3 0 3 
 セルビア  ー  ー  ー   2 0 2 
 チェコ  2 0 2  6 1 7 
 デンマーク  1 1 2  3 0 3 
 ドイツ  37 8 45  55 12 67 
 トルコ  5 2 7  8 2 10 
 ノルウェー  1 0 1  1 0 1 
 ハンガリー  2 2 4  6 0 6 
 フィンランド  1 1 2  1 0 1 
 フランス  23 13 36  44 18 62 
 ブルガリア  1 0 1  3 4 7 
 ベラルーシ  0 1 1  1 1 2 
 ベルギー  3 0 3  9 1 10 
 ポーランド  3 1 4  5 3 8 
 ボスニア・ヘルツェゴビナ  ー  ー  ー   0 1 1 
 ポルトガル  ー  ー  ー   0 1 1 
 マケドニア  1 0 1  ー  ー  ー  
 モルドバ  ー  ー  ー   1 0 1 
 ユーゴスラビア  1 0 1  1 0 1 
 リトアニア  1 0 1  1 0 1 
 ルーマニア  3 3 6  3 3 6 
  ロシア  19 2 21   24 3 27 
アフリカ  11 0 11   14 2 16 
 アルジェリア  1 0 1  ー  ー  ー  
 エジプト  3 0 3  6 1 7 
 エチオピア  ー  ー  ー   1 0 1 
 ケニア  ー  ー  ー   2 0 2 
 コンゴ共和国  ー  ー  ー   1 0 1 
 コンゴ民主共和国  1 0 1  1 0 1 
 スーダン  1 0 1  1 0 1 
 タンザニア  ー  ー  ー   0 1 1 
 チュニジア  2 0 2  1 0 1 
 ナイジェリア  1 0 1  1 0 1 
  モロッコ  2 0 2   ー  ー  ー  
不明  0 0 0   ー  ー  14 
計    26,518    29,391 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































～24歳 4 0 0 0 1 0 0 0
25～29歳 449 104 2 28 244 2 0 0
30～34歳 1,148 355 15 100 1,690 25 0 0
35～39歳 1,179 345 37 89 3,001 17 0 0
40～44歳 834 232 18 40 3,351 6 0 0
45～49歳 555 129 20 29 3,390 1 0 0
50～54歳 390 79 7 15 2,964 1 0 0
55～59歳 491 60 6 15 2,848 1 0 0
60～64歳 302 82 9 8 1,743 1 0 0
65歳 15 16 7 0 18 0 0 0
～24歳 3 0 0 0 0 0 0 0
25～29歳 420 123 2 28 150 0 0 0
30～34歳 1,676 618 9 190 956 1 0 0
35～39歳 1,913 721 30 235 2,098 4 0 0
40～44歳 1,453 549 36 211 2,939 1 0 0
45～49歳 794 285 27 98 3,157 4 0 0
50～54歳 489 178 30 61 3,245 1 0 0
55～59歳 483 147 13 53 2,822 1 0 0
60～64歳 409 122 11 33 2,399 3 0 0
65歳 21 31 3 6 95 0 0 0
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参考資料 C（調査票） 
平成 26 年 11 月 
文部科学省 科学技術・学術政策局 人材政策課  













































 基本情報（1. 性別、2. 生年、3. 国籍） 
 雇用状況（4. 職名、5. 雇用財源、6. 任期の有無、7. テニュアトラック、8. 前職、9. 平
成26年10月1日現在の在籍状況、10. 転出・異動後の状況） 








  kiban@mext.go.jp / yukikoyo@nistep.go.jp 

































































1. 性別     6. 任期の有無  
男性  1  任期あり  1 
女性  2  任期なし  2 
         
         
3. 国籍     7. テニュアトラック  
日本  1  テニュアトラック  1 
北・中・南米   テニュアトラックでない  2 
  アメリカ合衆国  2      
  カナダ  3      
欧州（ヨーロッパ）   8. 前職   
  フランス  4  
自大学の  
新規卒業者、または新規修了者  1 
  ロシア  5  ポストドクター等  2 
  ドイツ  6  ポストドクター等以外の常勤教員または常勤研究者  3 
  イギリス  7  ポストドクター等以外の非常勤教員または非常勤研究者  4 
アジア   
他大学の  
新規卒業者、または新規修了者  5 
  中国  8  ポストドクター等  6 
  韓国  9  ポストドクター等以外の常勤教員または常勤研究者  7 
  台湾  10  ポストドクター等以外の非常勤教員または非常勤研究者  8 
  ベトナム  11  独立行政法人等公的研究機関の研究者  9 
その他（セルに直接記入して下さい）   独立行政法人等公的研究機関のポストドクター等  10 
     民間企業の研究者  11 
     不明・その他  12 
         4. 現在の職名         
教授  1  9. 在籍状況   
准教授  2  変更なし  1 
講師  3  同一機関内で職階・職種を変更（雇用財源に変更なし）  2 
助教  4  同一機関内で職階・職種を変更（雇用財源に変更あり）  3 
助手  5  他機関に転出  4 
特任教授  6  不明・死亡・その他  5 
特任准教授  7     
特任講師  8     
特任助教  9  10. 転出・異動後の状況  
特任助手  10  大学教員（専任）  1 
その他（セルに直接記入して下さい）   大学教員（専任以外）  2 
     大学におけるポストドクター等  3 
     独立行政法人等公的研究機関の研究者  4 
5. 主な雇用財源    独立行政法人等公的研究機関のポストドクター等  5 
運営費交付金、私学助成、その他の自主財源  1  民間企業の研究者  6 
競争的資金（直接経費）   専門知識を要する職業  7 
  科学研究費補助金  2  その他の職業  8 
  国・政府系関係機関  3  上記以外（学生、専業主夫・婦、無職）  9 
  国・政府系関係機関以外  4  不明  10 
競争的資金（間接経費）  5     
その他の外部資金  6     
フェローシップ  7     
主な雇用財源が判別不能  8     
その他（セルに直接記入して下さい）      
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 東京都千代田区霞が関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館 東館 16 階 
TEL：03-3581-2395 FAX：03-3503-3996 
